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—Lack of mind formation for having and raising children
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１．はじめに
　少子化に対する一般認識が広がったのは，合
計特殊出生率が1989年に1.57を記録した時であ
る。「ひのえうま」という特殊要因により過去
最低であった1966年の1.58を下回ったため（内
閣府 2020），翌年の1990年には，「1.57ショック」
という言葉が生まれた（定行・江川 2011）。当
時の経済企画庁がまとめた「平成４年度国民生
活白書」の副題には「少子社会の到来，その影
響と対応」が付され，少子社会の到来が現実感
を持って受け止められるようになった。危機感
を抱いた政府は1994年に「今後の子育て支援の
ための背策の基本方向について」（エンゼルプ
ラン）を策定し，本格的な少子化社会対策への

取り組みを開始することとなった。以来，様々
な取り組みがなされてきたものの，わが国の出
生数は1989年の125万人から2019年現在の81万
人まで減少し続けている（図１）。また，合計
特殊出生率は2005年の過去最低値1.26まで減少
し，その後若干持ち直したものの，2017年から
は再び減少に転じている。少子化対策の最終出
口は出生数を増やすことであるが，「1.57ショッ
ク」から一世代分の年数を経過した現在でも出
生数や合計特殊出生率の改善が見られないとい
うことは，これまでのような対策だけでは少子
化は止められないことを認識すべきである。よ
り根本的な対策とは何かを早急に考えて行かな
ければ少子化社会からの脱却は難しい。

図１　日本の出生数および合計特殊出生率の年次推移
出所：厚生労働省（2022）「令和３年（2021）人口動態統計月報年計（確定数）
の概況」のデータより作成
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　本論文では，これまでの少子化社会対策を整
理・検討し，出生数が改善されない理由を考察
する。具体的には，これまでの少子化対策の策
定に欠けている視点を示す。また，今後必要な
取り組みのあり方について，性的にも，社会的
にも出産年齢を迎えつつある女子大学生を対象
とした妊孕性に関するアンケート調査を独自に
実施し，その結果をもとに具体的な方向性を模
索する。

２．わが国の少子化社会対策
　本論文の主たる目的はわが国の少子化対策の
問題点を指摘した上で新たな対策の必要性とそ
の方向について提案することであるが，その前
に，「1.57ショック」以後に政府が策定した少
子化社会対策について時系列的に整理しておき，
次のセクションにてそれぞれの問題点について
指摘してしていきたい。
　わが国の本格的な少子化対策の嚆矢となった
のは，すでに紹介した1994年のエンゼルプラン
であろう。エンゼルプランは，文部，厚生，労
働，建設の４大臣合意により策定され，子育て
を夫婦や家庭だけの問題と捉えるのではなく，
国や地方公共団体をはじめ，企業・職場や地域
社会も含めた社会全体で支援していくことを目
指している。具体的には，仕事と育児の両立の
ための保育サービスの量的拡大と多様化，地域
子育て支援センターの整備，子育てのための住
宅及び生活環境の整備，子どもの遊び場や安全
な生活環境づくり等が図られた。しかし，合計
特殊出生率の漸減は続いたため，1999年に「重
点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画
について」（新エンゼルプラン）が文部，厚生，
労働，建設，大蔵，自治の６大臣の合意の下で
策定された。新エンゼルプランでは，それまで
の保育サービス関係だけでなく，雇用，母子保
健，相談，教育等の事業も加えた，より幅の広

い実施計画となっている。
　2000年代に入ると一時的に出生数と合計特殊
出生率の数値が持ち直すこともあったが，これ
はいわゆる「ミレニアムベビー」効果によるも
のであり，その後は再び減少に転じた（内閣府 
2004）。厚生労働省（2015，2019）では，それ
までの少子化対策の問題点を幅広く検討した結
果，従来の取り組みが子育てと仕事の両立支援
の観点から保育に関する施策が中心だった点を
改め，子育てを家庭の視点から見直すべきだと
して，2002年に少子化対策の一層の充実を目指
した「少子化対策プラスワン」を取りまとめた。
その結果，従来の子育てと仕事の両立支援だけ
でなく，男性を含めた働き方の見直し，地域に
おける子育て支援，社会保障における次世代支
援，子どもの社会性の向上や自立の促進につい
て取り組むこととなった。具体的な施策には，
父親の休暇の取得や，育児休業取得率の目標値
の設定，若者が次代を育む親となるための教
育・啓発の推進などが盛り込まれた。とりわけ，
次世代育成に関る支援については立法措置を視
野に入れて検討を加え，2003年に「次世代育成
支援対策推進法」が成立した。同年には「少子
化社会対策基本法」が議員立法により制定され，
これに基づき全閣僚によって構成される少子化
社会対策会議が設置された。同法は政府に対し
て少子化の流れを変えるための総合的かつ長期
的な施策の大綱を策定する義務を求めており，
2004年に「少子化社会対策大綱」が策定され，「３
つの視点」と「４つの重点課題」が提示された。
この大綱では，子育て家庭が安心と喜びをもっ
て子育てに当たることができるように社会全体
で応援するとの基本的な視点に立って，子ども
が健康に育つ社会，子どもを生み，育てること
に喜びを感じることのできる社会への転換を課
題として挙げている。同じく2004年には，大綱
に盛り込まれた施策の効果的な推進を図る目的
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で，「少子化社会対策大綱に基づく重点施策の
具体的実施計画について」（子ども・子育て応
援プラン）の実施が決定され，国，地方公共団
体，企業が一緒になって子ども・子育て応援プ
ランを2005年度から５年間実施することとなっ
た。
　2005年には統計を取り始めて以来，初めて出
生数が死亡数を下回り，「1.57ショック」と同
様の衝撃をわれわれに与えた。少子化対策の抜
本的な拡充，強化，転換を図るため，翌年の
2006年に政府は「新しい少子化対策について」
を決定し，家族，地域のきずなの再生や社会全
体の意識改革を図るための国民運動の推進，妊
娠，出産から高校，大学に至るまでの年齢進行
ごとの子育て支援を推進することとした。さら
に，「日本の将来推計人口（2006年12月推計）」
において将来の少子化の見通しは厳しいとする
報告がなされたことで，少子化社会対策会議は

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（2007
年）を取りまとめることとなった。重点戦略で
は，就労 vs 出産・子育てに対して二者択一か
ら調和的，同時並行的に取り組む必要性が重要
視された。
　2010年１月には，少子化社会対策基本法に基
づく新たな大綱を閣議決定した。この大綱では，
子ども・子育て支援施策を行っていく際の３つ
の大切な姿勢として，「１　生命（いのち）と
育ちを大切にする」，「２　困っている声に応え
る」，「３　生活（くらし）を支える」を示すと
ともに，これらを踏まえて策定された「目指す
べき社会への政策４本柱」と「12の主要施策」
に従って，具体的な取り組みを進めることとさ
れた。こうした取り組みを後押しするために，
少子化社会対策会議は新たな子育て支援制度の
検討を始め，国会における修正を経たのち，
2012年に「子ども・子育て支援法」が成立・公
布された。その後，第３次大綱が2015年３月に

策定され，その取り組みが５年間続いた。
　2013年以降は以下のような取り組み，対策，
法整備などが矢継ぎ早に策定されたが，それぞ
れの名称を見れば分かるように，それまでのも
のを焼き直したり，改正したりしたものが多い。

2013年４月：待機児童の解消に向けた取り
組み
2013年６月：少子化危機突破のための緊急
対策
2014年７月：放課後子ども総合プランの策
定
2014年９月：地方創生の取り組み
2015年４月：子ども・子育て支援新制度の
施行
2016年４月：子ども・子育て支援法の改正

（2018年，2019年にも）
2016年６月：ニッポン一億総活躍プランの
策定
2017年３月：「働き方改革実行計画」の策
定
2017年12月：「新しい経済政策パッケージ」
の策定
2018年６月：人づくり革命 基本構想の策
定
2018年９月：新・放課後子ども総合プラン
の策定
2019年12月：第２期「まち・ひと・しごと
創生総合戦略」の策定

３．少子化社会対策における問題点
　これまでの少子化対策を総じて言うなら，子
どもを産み，育てやすい社会環境をいかに構築
するか，その理念のもとに策定されてきたと言
える。こうした子どもを産み育てやすい環境づ
くりをするために，2018年に政府は総額9.1兆
円支出している（西沢 2021）。この支出は
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OECD が基準を定めて推計されている社会支
出（Social expenditure）の中の家族支出を指
しており，具体的には子どもや１人親を対象と
した現金給付，産前産後の休業補償，保育・幼
児教育や児童養護をはじめとした現物給付など
が含まれる。家族支出は対 GDP 比で1.4％を占
めるが，これがどのような少子化対策に使われ
てきたか，山内（2019）は内容別に次の３つに
類型に大別できるとした。
　① 経済的負担の軽減
　② 仕事と子育ての両立支援
　③ 結婚支援
　根幹となるのは①の経済的支援であり，支給
対象年齢や金額を拡充した児童手当がその代表
的なものとなる。これを柱とする政策は現在も
継続しているが，その背景には子供の教育にか
かる負担が子どもを持つことへの大きな制約に
なっているとの認識がある。家族支出について
は，出生率と関連付ける議論が多くある。たと
えば，「高齢関係政府支出に対して家族関係政
府支出の比重が高いほど，合計特殊出生率が高
いという緩やかな正の相関関係が成り立つ」（西
沢 2021），「家族関係社会支出対 GNP 比と合計
特殊出生率について，年少人口割合で調整した
偏相関分析を行うと，両者の間には有意な正の
相関がみられる」（元木ら 2016；山口 2020）
などの報告がある。「実質子育て支援に充てら
れる家族関係社会支出を拡大すれば，少子化は
好転していく可能性がある」として，政府は，
厳しい財政状況にもかかわらず家族関係社会支
出対 GDP 比を大きくする努力を続けてきた。
それでも出生数が増えない理由としては，支出
規模の小ささが効果を限定的なものにしている
可能性がある。わが国の家族関係社会支出対
GDP 比は2001 ～ 2018年の平均でみると先進七
カ国の中で６番目に低い1.38％である（OECD 
Family Database 2001-2018）。

　OECD Family Databaseにおいてデータセッ
トが揃っている41か国のデータを用いて，2002
～ 2018年における家族関係社会支出対 GNP 比
と合計特殊出生率との間の相関関係の推移を５
年毎にまとめてみた（図２）。その結果，相関
係数はかなり低い値を推移するが，その値は
年々減少していることが明らかとなった。元木
ら（2016）が報告しているように，年少人口割
合で調整した偏相関分析を行うとより明確な相
関関係を見出すことができるかもしれないが，
時系列的に相関係数が減少していく現象は家族
関係社会支出の出生率増加効果が低下している
ことを示しているのではないかと考えられる。
しかも，2002年以降に，各国の家族関係社会支
出は増加傾向にあるので，21世紀に入ってから
の少子化対策を手厚くするとした施策には出生
率を高める効果はないことを示している。
　「仕事と子育ての両立支援等の方針」が閣議
決定されたのは2001年であり，この時から上記
②の取り組みが始まることとなる。この取り組
みが始まったのは1997年に共働き世帯数が専業
主婦世帯数を逆転したことを受けてのことであ
る。その後，この方針は「待機児童ゼロ」（2004）
や「新待機児童ゼロ作戦」（2008）の策定につ
ながるとともに，2007年「仕事と生活の調和憲
章」においてワーク・ライフ・バランスという
言葉も広く使われるようになった。しかし，新
旧の待機児童ゼロ作戦では受け入れ児童数の具
体的な数値目標が設定されていたものの，首都
圏への人口集中が継続して続くなどして，その
目標は達成されていない。一方で，2003年から
段階的に施行された「次世代育成支援対策推進
法」の制定は一定の成果を上げたと評価されて
いる。一定規模の企業は子育て支援計画の作成
を義務付けられるなどして企業の意識改革が高
まった結果，2005年から10年間の合計特殊出生
率は改善傾向を示している。それでもなお，出
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生数の増大効果は達成されていない（図１）。
　上記③の結婚支援策がうまく機能すれば，出
生数や出生率の改善が期待できる考える研究者
は少なくない（山田 2020b）。その根拠となっ
ているのは夫婦の完結出生児数（結婚持続期間
15 ～ 19年の夫婦の平均出生数）が1992 ～ 2015
年に2.21 ～ 1.94を示しており，日本人は結婚さ
えすれば合計特殊出生率を上回る子どもの数を
残せるという論理である（余田 2017）。また，
日本の若者（13 ～ 29歳）が欲しいと思う子ど
もの人数は1.92であるが，この数字を未婚者が
理想としている子ども数とするならば，完結出
生児数に匹敵する数字となっている（内閣府 
2014）。このように，若者が欲する子どもの人
数は理想と現実でほぼ一致する。以上のような
背景から，少子化対策の１つとして結婚支援策
が期待されるようになった。
　2008年に出版された『「婚活」時代』（山田・
白河 2008）は「婚活」という言葉を生み出し，

結婚活動をしないと結婚できない時代に入った
ことを訴え，少子化対策としてはそれまでの子
育て支援よりも婚活支援であると説いた。これ
を契機に本来個人的に行うべき婚活に対して行
政による結婚支援策が後押しする時代を迎えた。
いわゆる官製婚活と称される施策がスタートし
たのは2013年頃と言われている。その後，現在
に至るまで婚活レクチャー，自治体主催の婚活
パーティー，結婚生活支援を目的とした補助金
による支援などが実施されてきた。しかし，官
製婚活が本格化した2013年からコロナ禍前の
2019年までの７年間とそれ以前の７年間で婚姻
件数の平均の年変化率を計算してみると，官製
婚活前は年8.5％の減少だったのに対して官製
婚活後は年9.3％の減少であった（内閣府　
2020；厚生労働省 2022）。また，本格的な官製
婚活が始まっても，婚姻件数の減少を止められ
るどころか，減少率は増加している（図３）。
結婚支援策はこれ以外にも策定・実施されてい

図２　OECD 加盟国および関係国の出生数に占める婚外子数の割合と合計特殊出生率の関係
出所：OECD Family Database より作成
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るが，総じて婚活➡結婚➡妊娠・出産（出生数
の増加）への流れが加速化したとは言い難い状
況にある。

４．これからの少子化対策に必要なこと
　これまでの少子化対策が子どもを産み，育て
やすい社会環境をいかに構築するかを基本理念
に掲げて策定されてきたことはすでに述べた。
わが国の少子化対策の思想的背景には，子ども
を育てやすい社会環境に変えれば，国民に子ど
もを産んでもらえるだろうという考えがある。
この思想を政府が持つに至ったのは，少子化対
策に成功したフランス，スウェーデンなどの欧
米の成功モデルがあったからである（山田 
2020a）。しかし，これまで見てきたように，欧
米の成功モデルだけではわが国の少子化，現状
すなわち年少人口を増やすことはできていない。
　図４は日本の合計特殊出生率の推移を世界の
それと比較したものである。1960年代までは，
全ての国で2.0以上の水準であったが，1970年
から1980年頃にかけて全体として低下傾向と
なった。減少傾向は多くの国で1990年代まで続
いたが，その背景として，子供の養育コストの
増大，結婚・出産に対する価値観の変化，避妊

の普及等があったと指摘されている（内閣府 
2017）。フランスやスウェーデンの合計特殊出
生率は一時1.5近くまで減少したが，その後回
復していることから少子化対策に成功した国と
して評価されている。そのカギとなったのは家
族政策の転換であり，保育や育児休業制度など，
仕事と子育ての両立支援を中心に施策が進めら
れた結果とされている。一方，日本や韓国では
著しい経済発展とともに合計特殊出生率は減少
を続け，欧米よりもさらに長い2000年代半ばま
で減少傾向を示した。その後，増加傾向を示し
て「超少子化」と「緩少子化」の境とされる1.5
に近づく気配を見せたものの，2020年の新型コ
ロナウィルスによるパンデミックの影響もあっ
てか1.5に達することなくそれ以下の数値で推
移している。このように，合計特殊出生率の国
際比較は欧米の成功モデルを導入してもわが国
の少子化を食い止めることはできなかったこと
を示している。
　少子化研究の第一人者である山田昌弘

（2020b）は欧米の成功モデルが日本の少子化
を食い止められない原因として欧米と日本では
家族や社会のあり方が異なっている点を指摘し
ている。出生数に対する婚外子数の割合（婚外

図３　婚姻件数，婚姻率の推移
出所：内閣府（2022）「令和４年版　少子化社会白書」より引用
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子率）の国際比較は１つの事例として挙げられ
ている。欧米では婚外子率が極めて多いのに対
して，日本をはじめとした東アジアでは婚外子
率がかなり低いことはよく知られた事実である。
OECD Family Database によると，2018年現
在の婚外子率は，世界平均で４割超，少子化対
策に成功したフランスやスウェーデンを含む欧
米諸国では５割前後となっているのに対して，
日本や韓国では２％弱となっている（図５）。
婚外子を育てる社会保障が整っていれば，結婚

という壁を考えずに子どもをつくることも可能
であるため，子どもをつくろうとするマインド
の形成につながるであろう。しかし，日本には
婚外子を認めない社会風土があるので，現時点
では子どもを産み育てる社会環境を得るために
は男女が婚姻関係を結ぶ必要がある。婚外子を
認める社会が形成されれば，それだけ子どもを
産み育てるための選択肢が広がるので，出生数
や出生率を高めることに繋がるかもしれない。
これからの日本の少子化対策のあり方は，子育

図４　合計特殊出生率の推移における国際比較
出所：内閣府（2017）「平成29年版 少子化社会対策白書（全体版＜ HTML 形式＞）」
より作成

図５　OECD 加盟国および関係国の出生数に占める婚外子数の割合（婚外子率）の推移
出所：OECD Family Database より作成
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てしやすい社会環境を整えることよりも，子ど
もを産むための社会環境を整える方向へ転換さ
せる必要がある。
　子どもを産むための社会環境づくりとはどの
ようなものを考えたらよいであろうか。山田

（2020b）が指摘した家族や社会のあり方の問
題は子どもを産みやすくするために乗り越えな
ければならない障壁の１つであるが，彼はその
ための対策として「結婚支援」に関る施策を強
化すべきと主張している。その主張が実って，

「結婚支援」は2020年５月に閣議決定された「少
子化社会対策大綱」に盛り込まれることとなっ
た。しかし，５つある「基本的な考え方」それ
ぞれには結婚支援につながりそうな重点課題が
ちりばめられているものの，これまでの仕事と
子育ての両立支援を母体にした取り組みが多い
ようにみえる。これまでの施策の検証・評価が
適正に行われた上での大綱策定であったのかも
疑わしい上に，ポリシーメーカーは「結婚支援」
の本質を見抜けていないように見える。筆者は，
結婚支援とは若者が結婚をしようとするマイン
ドを形成するために必要な支援の１つであると
考える。

５．これからの少子化対策に求められるマイン
ド形成
　少子化対策の成否の目安には出生数，合計特
殊出生率，年少人口などがあるが，これまでの
少子化対策はこれらの数字を増加させ，維持す
ることはできていない。「1.57ショック」から
30年が経過した現在，少子化対策は失敗し続け
ていると結論しても良いのではないかと思われ
る（山田 2020a）。本論文では，様々な取り組
みについて具体的に言及し，それらが数字の上
昇に結び付かないことを示してきた。最後のセ
クションでは，その根本的な原因について検討
し，これからの少子化対策に求められるものは

何かを論じたい。
　少子化対策の成功を判断するタイミングは，
究極的には出生数の増加が継続し，年少人口が
増える状況が訪れたときであろう。これを出口
とすれば，入り口は妊娠・出産が増えることで
ある。もちろん，現在の日本では妊娠・出産が
増えるためには，結婚が前提となるので婚姻数
も増えなければならないから，入り口は結婚と
考えることもできる。しかし，婚外子を認める
社会が形成されれば，結婚は必ずしも入り口に
はならない。生まれた子どもが親に殺される事
件が多発しているが，子育て支援により子育て
順調に行けば，最終的な目標である年少人口が
増えることになろう。
　図６は以上述べた少子化対策の流れを示した
ものであるが，少子化対策が最も目を向けなけ
ればならないのは図の中心にある妊娠・出産を

子育て

妊活
妊娠・出産

婚活
結婚

経
済
支
援

マ
イ
ン
ド
形
成
支
援

図６　�これまでの少子化対策の策定に欠けている
２つの視点とその課題

●�少子化対策における入り口は「妊娠・出産」で
あるという認識の欠如と支援の重点化

●�「妊娠・出産」の意義を知り，子を産もうとす
るマインドを重視する視点の欠如と必要な教育
支援
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支援することである。もちろん，出産育児一時
金などに代表されるような支援は「1.57ショッ
ク」以前からもあった。しかし，それが少子化
を改善することに繋がってはいないのだから，
少子化対策に必要なことはお金やモノによる支
援政策ではなく，妊娠・出産プロセスに向けた
動機づけの支援が本質的に必要ではないだろう
か。つまり、若者たちに向けて子どもを産み育
てようとするマインドを育てる施策が必要なの
ではないかと思われる。つまり，従来型の支援
を単独で行うのではなく，マインド形成支援に
より，若者たちの妊娠・出産に対する向き合い
方を変えることが先にありきだということであ
る（図６）。
　少子化対策において必要な「マインド」には
２つあると考えている。一つは「生物マインド」，
もう一つは「社会マインド」である（表１）。
生物マインドとは，人類が生命の連続性を維持
し，これからも存続していくために子を産み育
てる（妊娠・出産・育児）ことにヒトとして最
大の意義を感じるようなマインドのことをいう。

「子どもを産む」ことは生物の定義の１つになっ
ている。つまり，自身の遺伝子を残すために自
己複製しなければ，今日の生物はどれも存在し
得ていない。人は快適な生活形を求めて衣食住
のスタイルを変えてきたが，これは子どもをで
きるだけ多く残すために最適な衣食住環境をつ
くってきたと言い換えることもできる。生物学
的，人類学的には後者の方がより本質的な表現

である。人類は子を残すことを最も重要な命題
として生きてきたのである。この生殖本能が薄
れてきているのが現代人であるように見える。
よって，子を産み育てるための支援によって用
意された社会環境を提供されても，それに食い
つく若者は少ないのではないだろうか。従来の
少子化対策が成功していないのはここに問題が
あると考える。そこで，生殖本能を回復し，積
極的に支援を利用していくマインドを醸成する
ための対策が必要である（とは言っても，レイ
プなどの社会悪を身に着けるという意味ではな
い）。そのために，生物マインドを身に着ける
教育が必要である。嫡出子であっても、婚外子

（非嫡出子）であっても、子どもを産むという
結果に至るためのプロセス（妊娠・出産）の実
行がなければ、年少人口は増えることはないの
であるから、少子化対策の基本は、妊娠・出産
を中心とした対策となるはずである。
　マインドには「社会マインド」というもう一
つの面がある。現代人は狩猟採集時代とは異な
る社会に生きている。現代社会は高度に複雑化
したシステムに支配されており，狩猟採集時代
になかった過剰なストレスを与える社会である
ことがアフリカの狩猟採集民の研究から明らか
になっている。こうしたストレス過多の社会の
変化に伴い，ヒトは本来持っていたはずの生殖
能力を衰退させてきたと考えられる。私たちが
そうした状況にあることに気づき，現代社会で
子どもを産み育てることに諦めない心を作り上

必要性と目的 適用対象 主たる政策支援

生物マインド 人類生存の
維持・存続
➡出生率

妊娠・出
産・育児

●教育支援（性教育）が主体：
生命倫理，生殖・発生，人類
生物学など

社会マインド 人間社会の
維持・存続
➡婚姻率

婚活・妊
活・結婚，
子育て

●教育支援が主体：
人類学，人間科学，社会科学
など

表１　少子化対策におけるマインド形成の位置づけ
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げることが重要である。少子化対策が成功する
ためには，社会マインドの形成することの教育
的支援が必要である。
　筆者は，以上のようなマインドの形成の必要
性がどの程度あるのかをある程度知る目的で，
女子大学生を対象とした簡単な聞き取り調査を
行った。その結果，人の生殖に関る知識レベル
は中の上程度と自己評価してりるが，実際に知
識について問うと，７割くらいの女子学生が正
しい解答をしていることが明らかとなった。さ
らに，大学の授業でヒトの生殖に関る授業は必
要かどうかを問うと，９割近くの女子学生は必
要と答えている。しかし，どんな内容の知識を
得たいかと問うと，従来の性教育で学んだ程度
のことしか解答されなかった。以上のことから
分かることは，本論文で求めているマインド形
成に至るような教育を受けてこなかったことが
うかがわれる。今後，マインド形成に必要な教
育テーマを模索することは喫緊の課題と言える。
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